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Ⅰ 計画の策定にあたって  

１ 計画策定の背景  

（１）国の障害者制度改革の動向等  

国では、平成 19 年に署名した「障害者の権利に関する条約（以下「障害者権利条約」

という。）」の締結に先立ち、必要な国内法の整備を始めとする障害者施策の諸改革を進め

るべきとする障がいのある方等の意見も踏まえ、「障がい者制度改革推進会議」（平成 21 

年 12月～平成 24 年 7月）を設立し、検討が進められました。  

平成 23年６月には「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

（以下「障害者虐待防止法」という。）」が成立し、平成 24年 10月に施行されています。  

さらに、平成 23 年７月には障害者計画の根拠法である「障害者基本法」が改正され、

地域社会における共生等の新たな視点が盛り込まれることになりました。  

平成 24年６月には、それまでの障害者自立支援法に代えて、新たに「障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援法」という。）」が

制定されました。同法では、制度の谷間のない支援を提供する観点から難病患者が障がい

者福祉の対象に含まれることになりました。  

平成 25年６月には、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（以下「障害者

差別解消法」という。）」が成立し、平成 28年４月から施行されています。障害者差別解

消法では、障がいを理由とする差別等の権利侵害行為の禁止とともに、社会的障壁の除去

を怠ることによる権利侵害（合理的配慮の不提供）の防止が定められました。  

これら一連の法整備を経て、平成 26 年１月には「障害者権利条約」が批准されまし

た。  

その後、障害者総合支援法施行３年後の見直しが行われ、平成 28年６月には、「障害者

総合支援法」と「児童福祉法」が改正されました。この改正により、地域での生活を支え

る「自立生活援助」や「就労定着支援」等のサービス、高齢障がい者が介護保険サービス

を利用する場合の利用者負担の軽減の仕組みなどが新たに設けられました（平成 30年４ 

月施行）。加えて、障がい児の多様化するニーズに対応し、計画的に支援の提供体制を整

備していくため、「障害児福祉計画」の策定が義務付けられました。  

また、平成 28年７月には、厚生労働省が「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」

を設置し、介護保険制度の見直しによる「共生型サービス」の創設や介護・障がいの報酬

改定など、「地域共生社会」の実現に向けた取り組みを進めています。  
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（２）おのまち障がい者計画・第２期障がい児福祉計画・第６期障がい

福祉計画の策定  

こうした動きの中で、町では、国の制度改正を十分に踏まえながら、障がいのある方が

安心して充実した地域生活を送ることができる社会（共生社会）の実現に向け、「おのま

ち障がい者計画・第５期障がい福祉計画」の見直しを行い、新たに「おのまち障がい者計

画・第２期障がい児福祉計画・第６期障がい福祉計画」を策定するものです。  

本計画は、「未来へ おのまち総合計画」を上位計画とし、「小野町地域福祉計画」等の

関連計画との整合性の確保・計画間の連携を図り策定します。  

  

  

 

  

２ 計画の位置づけ  

（１）おのまち障がい者計画  

障害者基本法第 11 条第 3項に基づく町の障害者計画で、障がい者のための施策に関す

る町の基本的な計画です。  

障害者基本法の改正、障害者自立支援法から障害者総合支援法への改正、障害者虐待防

止法の施行、障害者差別解消法の制定、障害者権利条約批准といった障がい者に関連する

法制度が大きく動いている情勢を受け、また、他計画との整合性を確保するため、令和３ 

年度から令和５年度の３か年にわたる計画を策定します。  
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（２）第２期障がい児福祉計画・第６期障がい福祉計画  

第２期障がい児福祉計画は、平成 28 年６月に改正され平成 30 年４月から施行された児

童福祉法第 33条の 20に基づき、障害児通所支援等の提供体制の確保その他障害児通所支

援等の円滑な実施について、新たに定める町の障がい児福祉計画です。  

また、第６期障がい福祉計画は、障害者総合支援法第 88条第１項に基づく町の障がい

福祉計画で、両計画とも令和３年度以降３年間の計画期間中に係る成果目標、サービスの

種類ごとの必要な見込量などを含む町の具体的な施策について定めています。  

本計画は、おのまち障がい者計画、第２期障がい児福祉計画及び第６期障がい福祉計画

を一体的に調和のとれた計画として策定します。児童福祉法及び障害者総合支援法に基づ

くサービスの提供体制確保の方策等は、第３部にまとめています。  
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【計画の位置づけ】  
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小野町地域福祉計画 

・おのまち障がい者計

画 

・第２期障がい児福祉

計画 

・第６期障がい福祉計

画 

・小野町高齢者保健福

祉計画 

・第８期介護保険事業

計画 

・小野町子ども・子育

て支援計画 

・小野町健康増進計画 

・小野町食育推進計画 

・小野町自殺対策計画 
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３ 計画の期間  

   「おのまち障がい者計画・第４期障がい福祉計画」は「第四次小野町振興計画」に合わ

せ平成 21年度を初年度としています。  

「障がい者計画」は障害者施策の基本計画として、施策を総合的かつ計画的に推進し、

障がい者の自立と社会参加を促進するために策定します。  

また、「第２期障がい児福祉計画・第６期障がい福祉計画」は、児童福祉法、障害者総

合支援法により３年ごとの計画が基本方針により定められているため、期間は、令和３年

度から令和５年度までの３年間とします。  

なお、国や福島県の行政動向、社会経済情勢等の変化を見極めながら、必要に応じて計

画の見直しを行うこととします。  

 

  

４ 計画の推進体制     

町は、本計画に定める施策の進捗状況の把握及び効果等の検証を、庁内の関係部署にお

いて定期的に行い、本計画を着実に推進します。  

また、｢おのまち障がい者計画・第２期障がい児福祉計画・第６期障がい福祉計画｣につ

いては、｢小野町自立支援協議会｣の意見を受けるとともに、障がい者団体、事業者、関係

機関等とは随時協議・意見交換等を行い、本計画の策定・見直しに反映させていきます。  

  

  

  

  

  

障がい者計画 

障がい児 

福祉計画 

 障がい 

福祉計画 

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

（年度） 

前倒し 

第１期 

第４期 

第２期 

第５期 第６期 
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Ⅱ 障がい者（児）をとり巻く現状  

１ 人口・世帯の推移  

近年の町の総人口は年々減少しており、令和２年度は 9,923 人となっています。また、

１世帯あたりの平均人数も、年々減少しています。  

年齢構成をみると、０～14歳の総人口に占める割合は平成 28年度に比べて令和２年度

は 0.9％減、逆に 65歳以上は 2.7％の増加となっています。  

  

 

                        （住民基本台帳人口：年度末時点）  

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

総人口  10,512人  10,517 人  10,370 人  10,111 人  9,923 人  

0～14歳  1,176人  1,176 人  1,142 人  1,073 人  1,024 人  

0～14歳の人口比率  11.2％  11.2％  11.0％  10.6％  10.3％  

15～64歳  6,001人  6,010 人  5,884 人  5,65 人  5,490 人  

15～64歳の人口比率  57.1％  57.1％  56.7％  56.0％  55.3％  

65歳以上  3,335人  3,331 人  3,344 人  3,373 人  3,409 人  

65歳以上の人口比率  31.7％  31.7％  32.2％  33.4％  34.4％  

世帯数  3,737世帯  3,750 世帯  3,759 世帯  3,738 世帯  3,786世帯  

1 世帯あたりの平均人数  2.81人  2.80人  2.75人  2.70人  2.62人  

  

  

人口・世帯の推移 
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2,000 

0 
平成 28 年度 

総人口 世帯数 １世帯あたりの平均人数 

3 
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0 
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2.62 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 
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２ 障がい者（児）数等  

（１）障害者手帳所持者数  

令和２年度末現在の身体障害者手帳所持者は 447人、療育手帳所持者（知的障がい者）

は 96人、精神障害者保健福祉手帳所持者は 46人となっています。障害者手帳の所持者数

のうち、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳が増加傾向にあります。  

  

  

 

 出典：小野町健康福祉課 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

障害者手帳所持者数の推移 
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（２）身体障がい者（身体障害者手帳所持者）数  

所持者数は大きな変化はなく横ばいの状況にありますが、所持者数における１級と５級

の構成比率に増加傾向が見られます。  

  

 

 出典：小野町健康福祉課 

  

 

出典：福島県障がい者総合福祉センター「令和２年度業務概要」  
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（３）知的障がい者（療育手帳所持者）数  

等級別の構成比率の推移については、Ａ判定は平成 28年度の 34.9％から令和２年度の

23.0％と 11.9ポイント減少しており、Ｂ判定は平成 28年度の 65.1％から令和２年度の

77.0％と 11.9ポイント増加しています。  

  

 

出典：小野町健康福祉課 

 

 

 

出典：福島県障がい者総合福祉センター「令和２年度業務概要」  
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（４）精神障がい者（精神障害者保健福祉手帳の交付・所持者数及び自立支援医療

（精神通院医療）受給者）数  

自立支援医療（精神通院医療）と精神障害者保健福祉手帳を同時申請する件数が多くな

っています。また、自立支援医療（精神通院医療）においては、通院が継続しない場合も

あり、有効期限が切れてしまう方が多くなっています。  

  

出典：小野町健康福祉課 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県精神保健福祉センター「令和元年度所報」  

精神障害者保健福祉手帳所持者の推移（県内） 
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（５）難病患者（難病医療費受給者）数等  

障害者総合支援法の施行を受け、平成 25 年度から難病患者が障害福祉サービスの対

象に追加されました。令和２年の難病患者（難病医療費受給者数）は 93 人となってい

ます。  

【難病患者（難病医療費等受給者数）の推移】                      （人）  

年度  Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 

小野町  106 106 86 93 93 

県中圏域  1,569 1,591 1,480 1,314 1,373 

※令和２年３月 31 日現在のものです。     「県中保健福祉事務所 業務概況」  

  

〈小児慢性特定疾病医療費助成受理件数〉  

小児慢性特定疾病にかかっている児童等（18 歳未満の者。ただし、18歳に達した時点

で小児慢性特定疾病医療受給者証を有し、かつ引き続き有効な医療受給者証を有する方は

満 20歳未満まで延長可能。）について、健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担軽

減を図るため、その医療費の自己負担分の一部を助成する制度です。  

平成 27年 1月に小児慢性特定疾病医療費助成制度の制度変更があり、対象疾病が拡大

されました。  

【小野町】                                                       （件）  

年度  Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 

小野町  8  9  9  8  8  

県中圏域  111 111  111  109  107  

※令和２年３月 31 日現在のものです。      「県中保健福祉事務所 業務概況」    
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（６）障害福祉サービス等支給決定者数  

令和元年度末現在の障害福祉サービス支給決定者数は 82人（うち障がい児 28人）、そ

のうち、令和元年度中の地域生活支援サービス支給決定者数1は 25人となっています。  

  

【訪問系サービス】 （人） 

サービス  居宅介護  

実人数  9  

  

【日中活動系サービス】                                                          （人） 

サービス  短期入所  生活介護  自立訓練  
就労移行

支援 

就労継続

支援Ｂ型  

就労定着

支援 
療養介護  

実人数  16  34  2  1  41  1 3  

  

【居住系サービス】                       （人） 

サービス  
共同生活

援助  

施設入所

支援  

実人数  12  19  

  

【相談支援サービス】（人）  

サービス  
計画相談

支援  

実人数  81  

  

  

  

 
1 地域生活支援サービス支給決定者数とは、地域生活支援事業のうち、移動支援、日中一時支援の支給決定を受

けている実人数。  
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【障害児通所支援等】  

サービス  児童発達支援  
放課後等 

デイサービス  

障害児 

相談支援  

実人数  5  23  28  

  

  

【地域生活支援事業】  

事業名  移動支援事業  
日中一時 

支援事業  

訪問入浴 

サービス事業 

実人数  1  24  1 

 ※表はサービスごとの実人数。サービスを複数利用している方もいます。  

  

（７）障害支援（程度）区分別認定者数  

令和元年度末現在の障害支援区分2認定者数は 56人で、区分３に認定されている人 

が 16人と最も多くなっています。  

【区分別認定者数（令和元年４月１日現在）  

区分  区分 1  区分 2  区分 3  区分 4  区分 5  区分 6  

人数  1  6  16  12  8  13  

  

  

  

   

  

  

  

  

  

  

  

  

 
2 障害支援区分：障がい者の方の心身の状態を総合的に表すもの。6 段階あり、障がい程度の軽いものから区分

1・区分 2・区分 3・区分 4・区分 5・区分 6 となる。市町村審査会での総合的な判定を踏まえ

て認定する。  
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３ 障がい者（児）福祉に関するアンケート調査の結果概要  

（１）調査の概要  

➀調査の目的  

「おのまち障がい者計画・第２期障がい児福祉計画・第６期障がい福祉計画」を令和２

年度に策定するにあたり、町内の障害者手帳所持者、自立支援医療受給者、特別児童扶養

手当対象障がい児の生活実態、障害福祉サービス等の利用意向及び利用状況等を把握する

ための調査を実施しました。  

  

➁調査の対象・配付・回収状況  

身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳を所持している方、自立支援医療

受給者、特別児童扶養手当対象障がい児  619人  

    

調査種別 配布数 回収数 回収率 

障がい者調査  584  378  64.7%  

障がい児調査  35  25  71.4%  

合    計  619  403  65.1%  

  

➂調査方法  

郵送配付、郵送回収  

  

➃調査期間  

令和２年 10月２日（金）～令和２年 10月 16日（金）  

  
➄調査結果の見方  

（１）調査数（n＝number of cases）は比較算出の基数であり、100.0％が何人の回答に相当

するかを示します。  

 

（２）回答の構成比は百分率であらわし、小数点第２位を四捨五入して算出しています。した

がって、単一回答形式の質問においては、回答比率を合計しても 100.0％にならない場合

があります。また、回答者が２つ以上の回答をすることができる複数回答形式の質問にお

いては、各設問の調査数を基数として算出するため、全ての選択肢の比率を合計すると

100.0％を超えます。  
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（２）調査結果の概要  

➀居住形態  

居住形態について、障がい者調査では「家族と暮らしている」が 67.5％と最も多く、

次いで「一人で暮らしている」が 9.8％となっています。なお、「病院に入院している」と

回答した方の入院期間は、「１年未満」が 54.5％、「１年～10 年未満」が 27.3％、「10年

以上」が 18.2％となっています。  

障がい児調査では「家族と暮らしている」が９割以上を占めています。 

 

  

無
回
答 

一
人
で 

暮
ら
し
て
い
る 

家
族
と 

暮
ら
し
て
い
る 

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で 

暮
ら
し
て
い
る 

福
祉
施
設
で 

暮
ら
し
て
い
る 

病
院
に 

入
院
し
て
い
る 

そ
の
他 

ｎ 

障がい者調査 (378) 

＜病院の入院期間＞ 

1.9 67.5 9.8 7.4 4.0 0.5 9.0 

１
０
年
以
上 

１
年
～
１
０
年
未
満 

１
年
未
満 

54.5 27.3 18.2 

家
族
と 

暮
ら
し
て
い
る 

支
援
学
校
の
寄
宿
舎
で

暮
ら
し
て
い
る 

福
祉
施
設
（
障
が
い
児

入
所
施
設
）
で
暮
ら

し
て
い
る 

病
院
に 

入
院
し
て
い
る 

そ
の
他 

無
回
答 

ｎ 

障がい児調査 (25) 

4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 96.0 
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➁地域で生活するために必要な支援  

地域で生活するために必要な支援について、障がい者調査では「経済的な負担の軽減が

47.1％と最も多く、次いで「在宅で医療ケアなどが適切に得られること」が 38.6％となっ

ています。障がい児調査では「経済的な負担の軽減」が 68.0％と最も多く、次いで「地域

住民等の理解」が 60.0％となっています。  

 

問 地域で生活するためには、どのような支援があればよいと思いますか。 

（あてはまるものすべてに〇） 

【障がい者調査：問 18、障がい児調査：問 24】 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい区分別／地域で生活するために必要な支援（障がい者調査）】（単位：人/％）  

   調
査
数 

在
宅
で
医
療
ケ
ア
な
ど

が
適
切
に
得
ら
れ
る
こ

と 障
が
い
者
に
適
し
た
住
居

の
確
保 

必
要
な
在
宅
サ
ー
ビ
ス
が

適
切
に
利
用
で
き
る
こ
と 

生
活
訓
練
等
の
充
実 

経
済
的
な
負
担
の
軽
減 

相
談
対
応
等
の
充
実 

地
域
住
民
等
の
理
解 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

に
つ
い
て
の
支
援 

そ
の
他 

無
回
答 

身体 276 44.2 15.2 38.8 10.1 44.6 17.4 9.4 13.0 4.0 17.0 

療育 42 31.0 26.2 42.9 26.2 47.6 38.1 26.2 31.0 2.4 21.4 

精神 37 18.9 21.6 24.3 18.9 59.5 35.1 18.9 27.0 0.0        16.2 

重複 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 

手帳なし 22 18.2 9.1 22.7 9.1 59.1 22.7 22.7 18.2 4.5 22.7 

在宅で医療ケアなどが適切に得られること 

0 10 20 30 40 50 (%) 60 70 

障がい者に適した住居の確保 

38.6 
16.0 

16.7 

40.0 

38.6 

32.0 
必要な在宅サービスが適切に利用できること 

生活訓練等の充実 
48.0 

12.7 

47.1 

68.0 
経済的な負担の軽減 

21.7 

32.0 
相談対応等の充実 

13.2 

60.0 
地域住民等の理解 

16.9 

44.0 
コミュニケーションについての支援 

3.4 

8.0 
その他 

17.7 

4.0 
無回答 

障がい者調査 n=(378) 

障がい児調査 n=(25) 



 

19 

 

障がい者調査の結果について障がい区分別にみると、すべての区分で「経済的な負担の

軽減」が最も多くなっています。また、療育手帳所有者は「必要な在宅サービスが適切に

利用できること」（42.9％）、「相談対応等の充実」（38.1％）が多くなっています。 
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③福祉サービスに関する情報源 

問 あなたは障がいのことや福祉サービスなどに関する情報を、どこから知ることが多いです

か。（あてはまるものすべてに〇） 

【障がい者調査：問 33、障がい児調査：問 30】 

  

福祉サービスに関する情報源について、障がい者調査では「家族や親せき、友人・知

人」が 36.2％と最も多く、次いで「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」

が 31.7％、「かかりつけの医師や看護師」が 30.4％となっています。障がい児調査では

「かかりつけの医師や看護師」が 48.0％と最も多く、次いで「サービス事業所の人や施設

職員」が 40.0％となっています。 

  

40 50 30 20 10 0 (%) 

31.7 

48.0 

16.0 
本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース 

19.6 

8.0 
行政機関の広報誌 

8.5 
20.0 

インターネット 

36.2 

24.0 
家族や親せき、友人・知人 

17.2 

40.0 
サービス事業所の人や施設職員 

2.1 

8.0 
障がい者団体や家族会（団体の機関誌など） 

30.4 
かかりつけの医師や看護師 

16.7 

0.0 
病院のケースワーカーや介護保険のケアマネージャー 

0.0 

3.2 

36.0 

民生委員・児童委員 

0.5 

0.0 

学校の先生※ 

2.4 

4.0 

0.0 
相談支援事業所などの民間の相談窓口 

8.2 
行政機関の相談窓口 

2.1 

0.0 
その他 

8.2 

20.0 
どこで情報を入手したらよいかわからない 

3.2 

0.0 
情報は必要ない 

無回答 

障がい者調査 n=(378) 

障がい児調査 n=(25) 

※障がい児調査では「通園施設や保育所、幼稚園、学校の先生」 
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【障がい区分別／福祉サービスに関する情報源（障がい者調査）】 

 

  

  

  

  

  

調
査
数 

本
や
新
聞
、
雑
誌
の
記
事
、
テ

レ
ビ
や
ラ
ジ
オ
の
ニ
ュ
ー
ス 

  

行
政
機
関
の
広
報
誌 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

家
族
や
親
せ
き
、
友
人
・
知
人 

サ
ー
ビ
ス
事
業
所
の
人
や
施
設

職
員 

 

障
が
い
者
団
体
や
家
族
会
（
団
体 

の
機
関
誌
な
ど
） 

か
か
り
つ
け
の
医
師
や
看
護
師 

病
院
の
ケ
ー
ス
ワ
ー
カ
ー
や
介

護
保
険
の
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー 

民
生
委
員
・
児
童
委
員 

学
校
の
先
生 

相
談
支
援
事
業
所
な
ど
の
民
間

の
相
談
窓
口 

行
政
機
関
の
相
談
窓
口 

そ
の
他 

ど
こ
で
情
報
を
入
手
し
た
ら
よ

い
か
か
わ
ら
な
い 

情
報
は
必
要
な
い 

無
回
答 

身体  259 33.7 22.1 6.5 40.6 16.3 2.2 31.9 19.6 3.6 0.7 1.4 8.0 1.8 6.2 2.9 13.0 

療育  34 14.3 9.5 4.8 14.3 28.6 4.8 19.0 4.8 2.4 0.0 4.8 14.3 2.4 19.0 4.8 21.4 

精神 10 35.1 10.8 21.6 29.7 18.9 0.0 32.4 10.8 0.0 0.0 5.4 8.1 2.7 10.8 2.7 8.1 

重複 32 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

手帳なし  42 36.4 22.7 18.2 36.4 4.5 0.0 31.8 13.6 4.5 0.0 4.5 0.0 4.5 9.1 4.5 9.1 

 

障がい者調査の結果について障がい区分別にみると、手帳なしの方は「家族や親せき、友

人・知人」「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」などが多くなっていま

す。  

また、療育手帳所有者は「サービス事業所の人や施設職員」（28.6％）、「かかりつけ医や

看護師」（19.0％）、「どこで情報を入手したらよいかわからない」（19.0％）などが多くなっ

ています。  

  

  

  

  

  

  

  

  

 



 

 

 



 

  

 

 

 

 

 

第２部 おのまち障がい者計画 
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Ⅰ 相談支援体制の充実  

（１）小野町自立支援協議会及び相談支援事業所を中心とした体制整備  

【現状と課題】  

障がいのある方が住みなれた地域で自立した生活が送れるよう支援するために

は、相談支援体制の拡充が重要となります。そのため、相談支援体制の充実とネッ

トワーク等の仕組みづくりの推進が必要です。  

  

【施策の方向】  

障がいのある方一人ひとりのニーズに的確に対応できるよう、小野町自立支援協

議会や相談支援事業所等を中心にネットワークの強化を図ります。  

また、自立支援協議会についてはより専門的なケース検討等を行うとともに新た

に子ども部会を立ち上げます。  

  

（２）情報提供と連携  

【現状と課題】  

アンケート調査によると、福祉サービス等に関する情報を知る手段として「家族

や親戚友人・知人」が最も多く 36.2％となっています。誤った情報が伝わらないよ

う、町からも積極的に情報提供していくことが重要になっています。  

  

【施策の方向】  

交付された手帳ごとに受けることができるサービスが異なるため、手帳ごとのし

おりを手帳交付時等の際に活用していきます。また、地域の方と接することの多い

民生委員・児童委員、社会福祉協議会などの関係機関に対して福祉サービス等につ

いて情報提供し、多くの方がサービスにつながるように連携していきます。  

また、広報紙・ウェブサイトなどにより積極的に情報提供を図っていきます。  
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Ⅱ 地域生活への支援  

（１）障がい児支援と社会活動の推進  

【現状と課題】  

幼児教育施設、小・中学校において支援が必要な子どもたちが多くなっています。障が

いのある子どもたちが、自分らしくのびのびと生活できるように、それぞれの個性に合っ

た支援をしていくことが大切です。  

町の幼児教育施設や小・中学校での特別支援教育など、ライフステージに合った支援を

地域全体で実践していく必要があります。  

  

【施策の方向】  

〈障がいの早期発見・健康相談等の支援〉  

➀障がいの早期発見・相談の充実  

乳幼児健診及び相談の結果、経過観察を必要とする子どもたちの保護者等に対し、小児

専門医による「こころの相談」や「子どもの相談室」を開催し、個別相談、子どもの発達

支援、子育て支援等の継続した支援を推進します。  

また、相談や意見交換ができる育児支援の場として「すくすく発達教室」(発達支援教

室)を開催しています。障がいのある子どもたちを一時預かる民間の日中一時支援事業所

も開所しました。さらに、障がいのある子どもたちの保護者が主体となっている「こまち

っ子サロン」が定期的に意見交換やワークショップ等を行うなど積極的な活動を行ってい

ます。  

引き続き各事業の充実を図るとともに、関係機関への支援を行っていきます。また、医

療・教育等の関係機関と連携しながら適切な医療機関への受診や福祉相談等の調整を図

り、子育てしやすい環境をつくっていきます。  

    

➁関係機関の連携による体制整備  

自立支援協議会をはじめ、小野町特別支援教育推進連絡協議会、要保護児童対策地域協

議会等と連携し、それぞれの分野においてさらに質のよいサービス等を受けられるよう、

協力体制を強化していきます。  

また、各関係機関で常に情報共有を行い、切れ目のない支援ができる体制を整備してい

きます。  

  

  



 

27 

 

➂地域交流などによる社会活動の充実  

「すずらんサークル」（小野町精神保健社会復帰相談支援事業（デイケア））などの社会

参加の一歩となるような交流の場を提供します。いつでも、誰でも参加できる体制を整備

し、積極的な周知を行っていきます。  

また、精神保健福祉ボランティアの育成を推進し、住民の障がいへの理解を深め、地域

全体で障がいのある方を支えていくことのできる体制を推進します。  

  

（２）雇用や就労の推進  

【現状と課題】  

令和元年度の障がい者の職業紹介状況（厚生労働省）によると、就職件数は全国で平成

30 年度に比べ 0.8％増加しています。また、就職率については、46.2％と前年度より

2.2％減少しています。  

障がいのある方が就労することは障がい者の社会参加を意味します。就労の場を提供す

るだけではなく、能力に応じた賃金の向上についての積極的な取り組みが課題となってい

ます。  

  

【施策の方向】  

〈啓発・相談〉  

ハローワークや福祉関係施設等と連携し、障がい者雇用に関する啓発に努めます。ま

た、「障害者就職面接会」の周知等を行い積極的に就労の機会を提供します。  

〈ネットワークづくり〉  

特別支援学校卒業見込みの方の就労に向けて、早い段階から学校、町、相談支援事業所

等が連携し、協議の機会・場を増やしていけるよう努めます。また、自立支援協議会を活

用し、情報交換やケース会議を開催していきます。  
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（３）スポーツ・レクリエーション活動の充実   

【現状と課題】  

障がい者総合体育大会の開催・参加支援に取り組んでいます。 

スポーツ・レクリエーション活動を通して地域交流・相互理解が深められるような環境

づくりが必要です。 

  

【施策の方向】  

障がい者の社会参加や自立、相互理解などを図るため、スポーツ・レクリエーション活

動の充実と普及・啓発を促進します。 

 

【施策】  

①障がい者スポーツ大会への参加を支援します。 

②町内運動施設のバリアフリー化などの環境づくりの推進を図ります。 

③スポーツ・レクリエーション活動の普及・啓発に努めます。 

④障がい者がスポーツに親しむ機会を提供するスポーツ団体の育成・支援のほか、施設

の整備・充実を図ります。  
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（４）成年後見制度の利用促進 

住み慣れた地域で最後まで暮らすために、町民一人ひとりの人権を尊重しともに認

め合うことのできる地域を目指します。  

自分らしい生活を送るうえで、精神障がい・知的障がい等により意思決定を十分に

主張することができない方の「権利擁護」や「意思決定支援」を行うため成年後見制

度の利用を促進します。 

【現状と課題】  

当町でも、人口減少が加速し家族の在り方や地域コミュニティの在り方が課題となる中

で成年後見制度の利用を必要としながら利用できていない精神障がい者、知的障がい者が

多いと考えられます。 

成年後見制度の必要性は、今後高まることが予測されます。このような現状と課題を解

決するためにニーズの把握、広報、支援等体制整備が重要となります。 

〇精神障がい者数 43人  〇知的障がい者数 96 人（令和２年 12月 31日時点）  

  

【施策目標】  

成年後見制度を必要とする方が、自分らしい生活を守るため制度利用ができるよう権利

擁護支援の地域連携ネットワークを構築します。 

ネットワークの役割は次のとおりです。 

・権利擁護支援の必要な人の発見・支援 

・早期の段階からの相談・対応体制の整備 

・意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度利用の運用に資する支援体制の構築  

  

【施策方針】  

地域連携ネットワーク構築のためには「中核機関」の整備・運営が重要となります。地

域連携ネットワークおよび中核機関の具体的な機能と方針は次のとおりです。 

①広報啓発機能 

広報啓発を行うことで、制度理解を深め権利擁護が必要な方の早期発見につなげま

す。 

②相談機能 

権利擁護に関する支援が必要な場合に関係者の相談に応じ、ニーズの把握、情報の収

集を行い、必要な体制整備の支援に取り組みます。 

③成年後見制度利用促進及び後見人支援機能 

受任者調整、法人後見、市民後見人の育成を行います。 

 

【助成制度の在り方】  

小野町成年後見制度利用支援事業実施要綱による適正な助成を行い、社会情勢に合わせ

て利用できるよう支援拡充を検討します。  
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Ⅲ 自立した生活への支援  

（１）障害福祉サービスの推進  

数値目標等については「第３部 第２期障がい児計画・第６期障がい福祉計画」に示し

ます。  

  

【現状と課題】  

現在、当町には障がいのある方のための日中活動系のサービス事業所が４箇所あります

が、居宅介護などの訪問系サービス事業所や入所施設などの居住系サービス、療育を受け

られる児童通所支援事業所はないため、希望通りに利用できないこともあります。  

必要とするサービスを受けるために、町外の事業所を頼らざるを得ないことが多く、施

設利用について市町村間での情報共有が課題となっています。  

  

【施策の方向】  

自立支援給付サービスは訪問系・日中活動系・居住系に区分され、それぞれ様々なサー

ビスがあります。これらのサービスを身近な地域で利用又は確保できるよう今後もサービ

スの基盤づくりを進めていきます。特にグループホームや短期入所については、空き状況

を確認・調整し、ニーズに合ったサービスをタイムリーに提供できるよう努めていきま

す。  

  

  

（２）安全・安心な生活環境づくり  

【現状と課題】  

町全体として見ると、施設のユニバーサルデザイン化3が進んでいない状況です。住み

慣れた地域で暮らしていくためには、まずは生活環境を変えていくことが大切です。  

また、災害等が発生した際に、災害予防や対策について体制の整備又は充実が必要とな

っています。  

  

 
3 年齢、障がい、能力などを問わずに利用できるデザインにすること。  
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【災害時に困ること】  

 

問 火事や地震等の災害時に困ることは何ですか。（あてはまるものすべてに〇） 

【障がい者調査：問 39、障がい児調査：問 36】  

 

 

 

【障がい区分別／災害時に困ること（障がい者調査）】 

 調
査
数 

投
薬
や
治
療
が
受
け
ら
れ
な
い 

補
装
具
の
使
用
が
困
難
に
な
る 

補
装
具
や
日
常
生
活
用
具
の
入
手

が
で
き
な
く
な
る 

救
助
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
な
い 

安
全
な
と
こ
ろ
ま
で
、
迅
速
に

避
難
す
る
こ
と
が
で
き
な
い 

被
害
状
況
、
避
難
場
所
な
ど
の
情

報
が
入
手
で
き
な
い 

周
囲
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

が
と
れ
な
い 

避
難
場
所
の
設
備
（
ト
イ
レ
等
）

や
生
活
環
境
が
不
安 

そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

身体 276 44.6 9.1 9.8 13.8 34.1 11.6 9.8 42.0 1.4 13.4 18.1 

療育 42 28.6 7.1 9.5 28.6 40.5 28.6 35.7 50.0 2.4 11.9 19.0 

精神 37 48.6 2.7 8.1 13.5 21.6 21.6 35.1 40.5 5.4 8.1 10.8 

重複 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100 0.0 0.0 100 0.0 0.0 0.0 

手帳なし 22 59.1 13.6 9.1 9.1 22.7 18.2 13.6 31.8 4.5 13.6 9.1 

 

  

0 20 40 60 80 100 (%) 

投薬や治療が受けられない 
20.0 

43.9 

16.9 

8.5 

0.0 
補装具の使用が困難になる 

9.5 
8.0 

補装具や日常生活用具の入手ができなくなる 

15.1 

48.0 
救助を求めることができない 

32.8 

60.0 
安全なところまで、迅速に避難することができない 

14.8 

48.0 
被害状況、避難場所などの情報が入手できない 

15.3 

84.0 
周囲とコミュニケーションがとれない 

64.0 

42.3 
避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安 

2.1 

8.0 
その他 

特にない 
12.7 

4.0 

0.0 
無回答 

障がい者調査 n=(378) 

障がい児調査 n=(25) 
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【施策の方向】  

〈居住環境の整備〉  

公共施設等の改修時に合わせて、ユニバーサルデザイン化を進めていきます。また、地

域生活支援事業の住宅改修事業の活用促進を図ります。  

  

〈生活環境の整備〉  

町では、様々な災害からの安全を確保するため「小野町地域防災計画」に基づき災害予

防対策を推進しています。  

また、避難行動要支援者名簿の整備をしていますが、今後は個別計画の策定を進めると  

ともに社会福祉協議会、民生委員・児童委員などの関係機関と連携し、支援体制の強化を

図っていきます。  

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 第２期障がい児福祉計画・第６期障がい福祉計画 
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 Ⅰ 障害児福祉計画・障害福祉計画の背景 

 １ 障害者総合支援法・児童福祉法の改正  

平成 25年４月、障害者自立支援法に代わる新たな法として、「障害者総合支援法」が

施行されました。同法では、施行後３年をめどとして、障害福祉サービスのあり方等に

ついて検討するとされていたことから、国の社会保障審議会障害者部会における検討結

果等に基づき、平成 28年５月には障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法

律が成立しました。 

平成 30年４月から施行された同改正法では、障がい者の望む地域生活を支援するため

の新たなサービスとして、「自立生活援助」や「就労定着支援」の新設が図られるととも

に、高齢障がい者による介護保険サービスの円滑な利用を促進するための見直し等が行

われました。加えて、障がい児支援ニーズの多様化へのきめ細かな対応を図るとして、

「居宅訪問型児童発達支援」の新設や「保育所等訪問支援」の支援対象の拡大が行われ

るとともに、障がい児のサービス提供体制の計画的な構築を図るため、市町村において

も「障害児福祉計画」を策定することが義務づけられました。  

町は、一連の制度改正に的確に対応し、障がい者や障がい児が自分らしく地域生活を

営むことができるよう、障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく福祉サービスのほ

か、必要となる施策の充実や環境の整備を図っていきます。  

  

２ 計画の理念  

（１）自己決定の尊重と意思決定の支援による共生社会の実現  

障がいのある方の日常生活又は社会生活を営むための支援を行う上で障がいのある

方が必要とする障害福祉サービス等の提供にあたっては、本人の自己決定を尊重し、

意思決定の支援に配慮することで、障がいのある人が自らの生き方を主体的に決定

し、地域の人とともにいきいきと暮らすことができる社会の実現を目指します。  

  

（２）地域生活を支えるサービス等の提供体制の整備  

福祉施設への入所や病院への入院から地域生活への移行を促進し、障がいのある方

の地域生活での安心した生活の継続や経済的自立を実現するため、生活支援や就労支

援等を行う事業所や関係機関の連携による支援体制の構築を目指すとともに、地域生

活において障がいのある方が必要とするサービス等の提供体制の整備を図ります。  

  

（３）障がい児の健やかな成長のための支援体制の整備  

障がい児の健やかな成長を支援するため、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教

育、就労支援等について関係機関の連携を図り、乳幼児期から学校卒業まで切れ目の

ない一貫した効果的な支援体制の構築を目指すとともに、特別な支援が必要な障がい

児に対する支援体制の充実を図ります。  
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（４）災害時の障がいのある方等に対する福祉体制の強化  

「小野町地域防災計画」には、町が避難所として指定する施設は、ユニバーサルデ

ザインへの配慮がなされていることを原則としています。避難所となる施設の多目的

トイレ等の設備やスロープ等の段差解消設備について設置できるよう体制の整備に努

めていきます。  

また、介助・援助を行うことができる部屋を別に設けるなど、要配慮者の尊厳を尊

重できる環境整備に努めます。  

福祉避難所として小野町デイサービスセンターが指定されています。災害時にさま

ざまな医療ケアが受けられるよう医療機関と連携するとともに、専門的人材の確保が

できるよう、受け入れ体制を構築していきます。  
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Ⅱ 成果目標  

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行  

地域生活への移行を進める観点から、令和元年度末時点の福祉施設に入所している

障がいのある方（以下「施設入所者」という。）のうち、今後、自立訓練事業等を利用

し、グループホーム、一般住宅等に移行する者の数を見込み、そのうえで、令和５年

度末における地域生活に移行する者の目標値を設定します。   

  

（１）第５期計画の成果目標に対する実績状況  

➀福祉施設から地域生活への移行  

【第５期計画における町の目標値】  

令和２年度末の地域生活への移行見込数（目標値）を１人とする。  

福祉施設からの地域移行者については、令和元年末時点で０人となっており、令

和２年度末までにおいても０人の見込みとなっています。  

  

【実績：平成 29年度以降の福祉施設から地域生活への移行者数】  

  令和元年度末時点 令和２年度【目標値】 

平成 29年度以降の 

地域移行者数  
0人  0 人  

移行割合  0％  0％  

  

➁施設入所者数の削減  

【第５期計画における町の目標値】  

令和２年度末の入所者削減見込数（目標値）を１人とする。  

施設入所者数については、基準となる平成 25 年度末時点の 16 人から令和元度実

績では 19人で３人増となっており、現段階では目標値の達成は難しいと考えられま

す。  

  

【実績：第５期計画の成果目標における現状】  

  令和元年度末 令和２年度末【目標値】 

施設入所者数  18 人 19人 

削減人数  0人 0人 

削減割合  0％ 0％ 
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（２）第６期計画の成果目標  

➀福祉施設から地域への移行  

町における令和元年度末の施設入所者数は 19人となっています。現在の入所者の状

況を踏まえ、「令和元年度末時点における施設入所者の 6％以上を令和５年度末までに

地域生活へ移行することを基本とする」という国の基本指針に則して、令和５年度末

における地域移行者の見込（目標値）を１人と設定します。  

  

【第６期計画における成果目標】  

目標値  移行の割合  説 明  

1人  5.3％  
令和５年度末時点における福祉施設から地域生活への

移行者数  

  

➁施設入所者数の削減  

現在の入所者の状況を踏まえ、1.6％以上削減とする国の基本指針に則して、令和５

年度末における削減の見込み（目標値）を 1 人と設定します。  

  

【第６期計画における成果目標】  

入所者予定数  目標値  削減の割合  説 明  

18人  1人  5.3％  
令和５年度末時点における施設入所者

の（削減後）人数  

  

２ 福祉施設から一般就労への移行等  

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和５年度中に一般就労

に移行する者の目標値を定めます。  

  

（１）第５期計画の成果目標に対する実績状況  

➀福祉施設から一般就労への移行者数  

【第５期計画における町の目標値】  

令和２年度末の一般就労移行者数（目標値）を１人とする。  

令和２年度末の一般就労への移行者数は０人の見込みとなっています。  

  

➁就労移行支援の利用者数の増加  

【第５期計画における目標値】  

令和２年度末の就労移行支援の利用者数（目標値）を１人とする。  

現在、１名が就労移行支援事業を利用しています。   
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➂就労移行支援事業所の就労移行率の向上  

【第５期計画における目標値】  

町内に事業所がないため、実績やニーズ等を把握し検討する。  

就労移行支援事業所は現在、町内にはなく、利用したい方がいる場合には近隣自

治体の事業所を利用しています。  

  

（２）第６期計画の成果目標  

➀福祉施設から一般就労への移行者数  

令和元年度の一般就労への移行者数は、町では０人となっております。  

国の基本指針では、「令和５年度中に就労移行支援事業等を通じた一般就労への移行

者数を令和元年度実績の 1.27 倍以上にすることを基本とする。」となっていますが、

実績が０人であるため、令和５年度末時点における福祉施設から一般就労への移行者

の目標値は０人と設定します。  

  

【第６期計画における成果目標（基準値：０人）】  

目標値  
基準値に 

対する割合  
説 明  

0 人  -  
令和５年度中に福祉施設を退所し一般就労へ移行する

予定者数  
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➀－１ 就労移行支援から一般就労への移行者数  

令和元年度の就労移行支援から一般就労への移行者数は、町では０人となっており

ます。  

国の基本指針では、「令和５年度中に就労移行支援の利用者の一般就労への移行実績

数を令和元年度実績の 1.30 倍以上にすることを基本とする。」となっていますが、実

績が０人であるため、令和５年度末時点における就労移行支援から一般就労への移行

者の目標値は０人と設定します。  

 

【第６期計画における成果目標（基準値：０人）】  

目標値  
基準値に 

対する割合  
説 明  

0 人  -  
令和５年度中に就労移行支援を退所し一般就労へ移行

する予定者数  

 

➀－２ 就労継続支援Ａ型から一般就労への移行者数  

令和元年度の就労継続支援Ａ型から一般就労への移行者数は、町では０人となって

おります。  

国の基本指針では、「令和５年度中に就労継続支援Ａ型の利用者の一般就労への移行

実績数を令和元年度実績の 1.26 倍以上にすることを基本とする。」となっていますが、

実績が０人であるため、令和５年度末時点における就労継続支援Ａ型から一般就労へ

の移行者の目標値は０人と設定します。  

 

【第６期計画における成果目標（基準値：０人）】  

目標値  
基準値に 

対する割合  
説 明  

0 人  -  
令和５年度中に就労継続支援Ａ型を退所し一般就労へ

移行する予定者数  
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➀－３ 就労継続支援Ｂ型から一般就労への移行者数  

令和元年度の就労継続支援Ｂ型から一般就労への移行者数は、町では０人となって

おります。  

国の基本指針では、「令和５年度中に就労継続支援Ｂ型の利用者の一般就労への移行

実績数を令和元年度実績の 1.23 倍以上にすることを基本とする。」となっていますが、

実績が０人であるため、令和５年度末時点における就労継続支援Ｂ型から一般就労へ

の移行者の目標値は０人と設定します。  

 

【第６期計画における成果目標（基準値：０人）】  

目標値  
基準値に 

対する割合  
説 明  

0 人  -  
令和５年度中に就労継続支援Ｂ型を退所し一般就労へ

移行する予定者数  

 

➁就労移行支援の利用者による一般就労後の就労定着支援利用割合  

町における令和元年度末の就労移行支援から一般就労後の就労定着支援の利用者は

１人（基準値）となっています。「令和５年度末における就労移行支援事業を通じて一

般就労へ移行する者のうち、７割以上が就労定着支援事業を利用することを目指す」

という国の基本指針に則して、令和５年度末における就労定着支援の利用者見込（目

標値）を１人と設定します。 

【第６期計画における成果目標（基準値：１人）】  

目標値  
基準値に 

対する割合  
説 明  

1人  ７割以上  令和５年度末における就労移行支援の利用者数  

  

➂就労定着支援事業所の就労移行率の向上  

国の基本指針では「就労移行率８割以上の就労移行支援事業所を、令和５年度末ま

でに全体の７割以上とすることを目指す」とあります。しかし、町内には事業所がな

いため、実績や実情を加味して設定していきます。  

  

【第６期計画における就労移行率 3割以上の就労移行支援事業所の成果目標】  

目標値  説 明  

-  町内に事業所がないため、実績やニーズ等を把握し検討。  
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３ 障がい児支援の提供体制の整備等  

障がい児においては、保健、医療、保育、教育、就労支援等とも連携を図ったうえ

で、障がい児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支

援を身近な場所で提供する体制を構築することが重要であるため、「未来へ おのまち

総合計画」やその他関連する計画との整合を図りながら、地域における支援体制の構

築等について目標を定めます。  

  

（１）第２期障がい児福祉計画の成果目標  

➀児童発達支援センターの設置  

発達障がい児等の療育の充実が重要となっていますが、令和２年度末の設置状況は

未設置の見込みとなります。  

  

【第２期障がい児福祉計画における成果目標】  

町単独での設置は困難なため、令和５年度末までにすでに設置している近隣自

治体と連携して利用できるよう検討する。 

 

➁保育所等訪問支援を利用できる体制の構築  

障がい児が地域の保育所等において、障がいの特性に応じた保育・教育が受けられ

るようにするため、町の実情に合った成果目標を設置します。  

  

【第２期障がい児福祉計画における成果目標】  

保育所等訪問支援事業所の設置について、令和５年度末までの整備は県中圏域

で１箇所の設置を検討する。町では、教育・医療・相談支援事業所との連携を図

る。  

 

➂重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

の確保  

事業所におけるサービスの質の向上や重症心身障がい児の地域における療育の場を

確保します。  

  

【第２期障がい児福祉計画における成果目標】  

町内に重症心身障がい児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービスな

どを整備するのは、現状では困難な状況である。利用する際は近隣自治体の事業

所を利用することになるため、情報の共有、関係機関との連携を図る。  
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➃医療的ケア児支援の協議の場の設置  

ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等に長期間入院した後、人工呼吸器の使用や、たん

の吸引などの医療的ケアが必要な障がい児が全国的に増加しており、これらの児童に

対しては、病院退院後は、関係機関との連携のもと、障害福祉サービスに加え、保

育、教育での適切な支援が必要となっています。  

そのため、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協

議の場の設置及び医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置について、国の指

針に則して次のとおり成果目標として定めます。  

  

【第２期障がい児福祉計画における成果目標】  

令和５年度末までに、医療的ケア児支援の協議の場を県中圏域での設置を検討

する。また、令和５年度末までに医療的ケア児等に関するコーディネーターの配

置を検討する。  

  

  

 ４ 相談支援体制の充実・強化等  

市町村は、地域における相談支援の中核的な役割を担う存在として、基幹相談支援

センターを設置できるとされていますが、その設置は、平成 29年４月時点で 18市町

村に留まっています。また、基幹相談支援センターと指定特定相談支援事業所、委託

相談支援事業所、主として制度の狭間や複合的な課題を抱えた人などに対する包括的

な支援を担う中核地域生活支援センターとの役割が、地域の中で明確に分担されてい

ないなどの課題があります。このような状況を踏まえて、基幹相談支援センターを中

心とした支援機関の連携による包括的な相談支援の体制を整える必要があります。  

  

（１）第６期計画の成果目標 

国の指針として、次の機能が求められています。  

➀障害の種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な相談支援お実施の見込

みの設定、及び、地域の相談支援体制の整備 

➁地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言  

➂地域の相談支援事業者の人材育成の支援  

➃地域の相談機関との連携強化  

第６期計画では、これらの機能を地域全体で充足させるため、必要なサービス事業

者の参入や既存の社会的資源の活用を視野に入れ、目標を設定します。  

  

【第６期計画における成果目標】  

相談支援事業者との困難事例に関する検討会議の開催を検討する。 
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５ 障害福祉サービス等の質の向上を図るための体制の構築  

近年の福祉サービスの多様化に伴い、多くの事業者が参入している中、改めて障害

者総合支援法の基本理念を念頭に、利用者が真に必要とするサービスの提供を行うた

めに、障害福祉サービス等の質の向上を図る必要があります。  

  

（１）第６期計画の成果目標 

障害者総合支援法の理念や具体的内容を理解するとともに、障害福祉サービス等の

利用状況を把握し、障がい者が必要な障害福祉サービスを利用できるようにするため

に目標を設定します。  

  

【第６期計画における成果目標】   

  ①県が実施する障害福祉サービス等に係る研修会への参加 

目標値  説 明  

2人／年 町内の職員の参加人数。  

 

②障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果の共有 

目標値  説 明  

1件／年 
審査結果を分析してその結果を活用し、事業所や関係自治体等と

共有する体制の有無及びその実施回数。  

   

③指導監査結果の関係市町村との共有 

目標値  説 明  

１回／年 

県が実施する指定障害福祉サービス事業者及び指定障害児通所支

援事業者等に対する指導監査の適正な実施とその結果を関係自治

体と共有する体制の有無及びその共有回数。  
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Ⅲ 活動指標(サービス等の見込量)とその確保のための方策  

１ 訪問系サービス  

（１）サービスの概要  

名 称  説 明  

居宅介護  自宅での入浴、排せつ、食事等の介護や調理、洗濯等の家事などの

サービスを提供します。  

重度訪問介護  重度の肢体不自由者で常時介護を必要とする障がい者が対象となり

ます。自宅での入浴、排せつ、食事等の介護や調理、洗濯等の家事

及び外出時の移動中の介護などを総合的に行うサービスを提供しま

す。  

同行援護  視覚障がいにより移動に著しい困難がある人に対し、外出の同行及

び外出時に必要となる排せつ・食事等の援護、その他必要な支援

（代筆・代読含む）を行います。  

行動援護  常時介護を必要とする重度の知的障がい者や精神障がい者が対象と

なります。危険を回避するために必要な支援や、外出時の移動中の

介護などのサービスを提供します。  

重度障害者等

包括支援  

常時介護を必要とする障がい者等で介護の必要の程度が著しく高い

場合に対象となります。居宅介護や短期入所などの障害福祉サービ

スを包括的に提供します。  

  

（２）現状と見込みの考え方  

訪問系サービスの利用実績は、居宅介護利用者が増えたことにより、平成 28年度に

大幅に増加しています。  

第５期計画の実績を基に、令和３年度以降の見込量を設定します。  

  

（３）第５期計画の実績(見込量4・実績)、第６期計画の見込量  

（実績）                                               （見込量） 

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

 

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・同行援護 

・行動援護 

・重度障害者等

包括支援 

人/月 
実績 9  9  8  

9  9  10  
見込量 12  15  15  

時間/月 

実績 171.5 189  231   
231 231 265 

見込量 132  165  165  

 *1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載 

  

  

 
4 第５期計画において需要が見込まれると計上した数値。  
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（４）見込量確保のための方策  

福祉施設から地域生活への移行や障がい者の地域生活を支えるうえで、訪問系サー

ビスが中心的役割を担うと考えられるため、サービス提供体制の確保に努めます。  

現在の利用状況は居宅介護、行動援護のみとなっています。他サービスの利用につ

いては、サービス内容等について家族等の理解が必要です。サービス内容などについ

て広報紙・ウェブサイト等を用いて周知していきます。  

  

２ 日中活動系サービス  

（１）サービスの概要  

名 称  説 明  

短期入所   介護者が病気の場合などの理由により、障害者支援施設等へ短期

間の入所が必要な障がい者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介護

などのサービスを提供します。障害者支援施設等において実施でき

る福祉型短期入所と病院等において実施できる医療型短期入所があ

ります。  

生活介護  常時介護が必要な障がい者で、障害支援区分３（あわせて施設入

所支援を利用する場合は区分４）以上、又は年齢が 50 歳以上で、障

害支援区分２（あわせて施設入所支援を利用する場合は区分３）以

上の場合に対象となります。施設において、入浴、排せつ、食事等

の介護などの日常生活上の支援や、創作的活動や生産活動の機会の

提供などのサービスを提供します。  

自立訓練  

（機能訓練）  

地域生活を営むうえで、身体機能・生活能力の維持・向上等のた

め、支援が必要な身体障がい者が対象となります。自立した日常生

活や社会生活を営むことができるよう、定められた期間、自立訓練

（機能訓練）事業所への通所や利用者の自宅への訪問等を組み合わ

せて、身体機能や生活能力向上のために必要な訓練等のサービスを

提供します。  

自立訓練  

（生活訓練）  

地域生活を営むうえで、生活能力の維持・向上等のため、支援が

必要な知的障がい者、精神障がい者が対象となります。自立した日

常生活や社会生活を営むことができるよう、定められた期間、自立

訓練（生活訓練）事業所への通所、利用者の自宅への訪問等を組み

合わせて、入浴や排せつ、食事等に関する自立した日常生活を営む

ために必要な訓練等のサービスを提供します。  
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名 称  説 明  

就労移行支援  一般就労等を希望し、企業等への雇用又は在宅就労等が見込まれる

65 歳未満の障がい者が対象となります。定められた期間、事業所に

おける作業や、企業における実習、適性に合った職場探しや就労後の

職場定着のための支援等、就労・定着に必要な訓練、指導等のサービ

スを提供します。  

就労継続支援  

（Ａ型）  

企業等での雇用が困難な場合で、就労継続支援事業所内において雇

用契約に基づく就労が可能な障がい者が対象となります。一般就労に

向け、必要な知識や能力の向上のために必要な指導、訓練等のサービ

スを提供します。  

就労継続支援  

（Ｂ型）  

企業等での就労経験があって年齢や体力の面で雇用されることが困

難となった障がい者や、就労移行支援を利用したが、企業等の雇用に

結びつかなかった方、就労継続支援（Ｂ型）の利用が適切と判断され

た障がい者、50歳以上の障がい者、その他一般就労等が困難な障が

い者が対象となります。雇用契約は締結しないで、就労の機会や生産

活動の場、就労への移行に向けた支援等のサービスを提供します。  

就労定着支援  生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援を利用して一

般就労した障がい者に対して、就労に伴う生活面の課題について、就

労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や、障がい者の来所によ

り必要な連絡調整や指導・助言等のサービスを提供します。  

療養介護  医療を要する障がい者で常時介護を要する場合に対象となります。  

主に昼間、病院その他の施設などで行われる機能訓練、療養上の管

理、看護、医学的管理下での介護や日常生活上のサービスを提供しま

す。  

  

（２）現状と見込みの考え方  

日中活動系サービスの利用実績は増加傾向にあり、特に就労継続支援（Ｂ型）、生活

介護、短期入所については、見込みより大幅に増加しています。  

第５期計画の実績、利用者ニーズ等を基に、令和３年度以降の見込量を設定しま

す。 
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（３）第５期計画の実績(見込量・実績)、第６期計画の見込量  

（実績）                                               （見込量）  

区 分  
第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

生活介護  

人*2  
実績  34  34  33  

33  33  33  
見込量  37  38  38  

人日 

*3  

実績  783  783  728  
728  728  728  

見込量  762  770  770  

自立訓練  

（機能訓練）  

人  
実績  0  0  0    

  

  

0  0  0  
見込量  0  0  0  

 人日 
実績  0  0  0  

0 0 0 
見込量  0  0  0  

自立訓練  

（生活訓練）  

人  
実績  0  1  1  

1  1  1  
見込量  1  1  1  

 人日 
実績  0  22  22  

22  22  22  
見込量  22  22  22    

  

  

  
就労移行支援  

人  
実績  3  1  0  

1  1  1  
見込量  1  2  2  

 人日 
実績  69  23  0  

22  22  22  
見込量  22  44  44    

  

  

  

就労継続支援  

（Ａ型）  

人  
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  1  2  1  

 人日 
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  22  22  22    

  

  

  

就労継続支援  

（Ｂ型）  

人  
実績  39  41  42  

43  44  45  
見込量  35  36  37  

 人日 
実績  897  943  924  

998  1,078  1,164  
見込量  765  775  780    

  

  

  

就労定着支援  人  
実績  0  1  1  

1  1 1  
見込量  0  0  0  

療養介護  人 
実績  3  3  3  

3  3  3  
見込量  2  2  2    

  

  

  

短期入所  

（福祉型）  

※児童除く  

人  
実績  21  16  16  

16  16  16  
見込量  13  14  14  

 人日 
実績  268  210  210  210  210  210  

見込量  215  215  215       
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（実績）                                               （見込量） 

区 分  
第 5 期

実績 

見込量 
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

短期入所  

（医療型）  

※児童除く  

人*2  
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  0  0  0  

 人日

*3  

実績  0  0  0  
0  0  0  

見込量  0  0  0  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

*２１月あたりの人数  

*３利用者数×1 か月あたりのサービス利用日数  

  

（４）見込量確保のための方策  

就労継続支援（Ｂ型）、生活介護は町内に事業所がありますが、他のサービスはいず

れも町外の事業所を利用せざるを得ない状況にあります。町内・外の事業所と密に連

携し、多くの方がサービスを利用できるよう努めていきます。  

  

３ 居住系サービス  

（１）サービスの概要  

名 称  説 明  

自立生活援助  施設入所支援又は共同生活援助等を受けていた障がい者や、家

族から独立し単身生活を希望する障がい者が対象となります。  

一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居

宅訪問や随時の対応により必要な支援を行います。  

共同生活援助  地域で共同生活を希望する障がい者が対象となります。  

主に夜間、共同生活住居において、相談や入浴、排せつ、食事

等の介護などの必要な支援を行います。  

施設入所支援  生活介護又は自立訓練、就労移行支援の利用者に対し、日中活

動とあわせて主に夜間、施設において、入浴、排せつ、食事等の

介護などの必要な支援を行います。  

  

（２）現状と見込みの考え方  

共同生活援助の利用実績は減少傾向にあります。グループホームの空きがないこと

も数値に反映されていると考えられます。第５期計画の実績と利用者ニーズ等を基

に、令和３年度以降の見込量を設定します。  

施設入所支援については、成果目標に掲げている地域移行者数を基に、令和３年度

以降の見込量を設定します。 
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（３）第５期計画の実績(見込量・実績)、第６期計画の見込量  

（実績）                                               （見込量）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

 

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

自立生活援助   人*2  
実績  0  0  0  

0 0 0 
見込量  0  0  0  

共同生活援助  人  
実績  12  12  12  

12 12 12 
見込量  13  13  14    

  
施設入所支援  人  

実績  18  19  19  
19 19 18 

見込量  17  17  18    

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

*２１月あたりの人数  

 

（４）見込量確保のための方策  

地域生活への移行促進のため、適切なケアマネジメントにより、入所を必要とする

方の待機状態の解消に努めます。  

町内に事業所がないため、サービス事業者に対して事業への参入を働きかけるとと

もに、サービスが継続的に提供されるよう事業者との連携を図ります。  

  

４ 相談支援サービス  

（１）サービスの概要  

名 称  説 明  

計画相談支援  

障害福祉サービスを利用するために、障がい者の心身の状況、そ

の置かれている環境等を勘案しサービス等利用計画を作成します。

また、定期的なモニタリングを行い、サービス等利用計画を見直し

ます。  

地域相談支援  

(地域移行支援)  

障害者支援施設等に入所している障がい者又は精神科病院に入院

している精神障がい者に対して、住居の確保その他の地域における

生活に移行するための活動に関する相談その他の便宜を供与するサ

ービスを提供します。  

地域相談支援  

(地域定着支援)  

居宅でかつ単身等の状況で生活する障がい者に対して､当該障が

い者との常時の連絡の取れる体制を確保し、障がいの特性に起因し

て生じた緊急の事態において相談や見守りその他の便宜を供与する

サービスを提供します。  
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（２）現状と見込みの考え方  

計画相談支援については、支給決定者数の増加に伴い、利用実績も年々増加してい

ます。 

第５期計画の実績を基に、令和３年度以降の見込量を設定します。 

 

（３）第５期計画の実績(見込量・実績)、第６期計画の見込量  

（実績）                                                （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

 

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

計画相談支援 人 
実績  79 81 80 

80 80 80 
見込量  72 73 74 

地域相談支援 

(地域移行支援) 
人 実績  0 0 0  

0 0 0 

見込量  0 0 0  

地域相談支援 

(地域定着支援） 
人 実績  0 0 0  

0 0 0 

見込量  0 0 0  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

*２１月あたりの人数  

 

（４）見込量確保のための方策  

利用者のニーズに対応するため、サービス事業者と連携を図り、心身の状況、社会

活動や介護者・居住等の状況、サービスの利用意向、訓練・就労に関する評価などを

適切に把握できる人材の育成を図ります。  

地域移行支援・地域定着支援は、施設入所者数を削減するための方法として重要な

サービスです。まずは、地域の方々の理解が必要となるため、理解促進に努めます。  
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５ 地域生活支援事業   

（１）事業の概要  

名 称  説 明  

理解促進研修・啓発

事業  

「障害者週間」啓発のためのポスター掲示や、福祉サービス

事業所の授産品販売、障がい福祉に関する講演会、講座等の実

施により、障がい者への意識や理解の向上を図る事業です。  

自発的活動支援事業  障がい者団体やボランティア団体の活動など、自発的な取り

組みに対し支援を行う事業です。  

相談支援事業  

障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービスの利用支援

等、障がい者の権利擁護のために必要な援助を行い、障がい者等が自立した日常生

活又は社会生活を営むことができるように支援する事業です。  

  

  

障害者相談

支援事業  

  

基幹相談支援センター  

相談支援事業が適正かつ円滑に実施されるよう、地域における

相談支援の中核的な役割を担う機関です。 

住宅入居等支援事業  

一般住宅に入居する際に家主へ受け入れに関する相談や助言を

行い、入居に必要な調整を行う事業です。※町では実施していま

せん。  

 成年後見制度利用支

援事業  

自己の判断において障害福祉サービスを利用することが困難

な知的障がい者又は精神障がい者に対し、申し立てに要する経

費や後見人の報酬の一部助成を行う事業です。  

 

成年後見制度法人後

見支援事業  

成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができ

る法人を確保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活

用も含めた法人後見の活動を支援する事業です。  

※町では実施していません。  

意思疎通支援事業  手話通訳者及び要約筆記者の派遣、町の窓口への手話通訳者

の設置などの事業を実施し、意思疎通の円滑化を図ります。  

日常生活用具給付等

事業  

日常生活用具の給付を行う事業です。  

手話奉仕員養成研修

事業  

手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙や手話表現技術を

習得した者を養成し、障がい者の自立生活及び社会参加を促す

事業です。  
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名 称 説 明 

移動支援事業  社会生活上不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のため、

外出の際の移動を支援し、地域における自立生活及び社会参加

を促す事業です。  

地域活動支援センター機能強化事業  

地域活動支援センターでは、利用者へ創作的活動の提供または生産活動の提供、

社会との交流促進など地域の実情に応じた事業（基礎的事業）を実施するととも

に、以下に示す機能強化事業のいずれかを実施する事業です。※町では実施してい

ません。  

  

  

Ⅰ型  

専門職員（社会福祉士や精神保健福祉士など）を配置し、医

療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域

住民ボランティアの育成などを行う事業です。  

Ⅱ型  
機能訓練、社会適応訓練又は入浴等のサービスを実施する事

業です。  

  

Ⅲ型  

地域の障がい者団体等が通所による援護事業の実績を概ね５

年以上有し、安定的な運営が図られている地域活動支援センタ

ーにおいて、創作的活動の提供または生産活動の提供などを実

施しする事業です。  

  

  

 名 称  説 明  

その他事業  

  

  

  

訪問入浴事業  

家庭において自力又は家族の協力があっても入浴が困難な障

がい者（児）に対し、入浴車を派遣し、定期的に入浴サービス

を行う事業です。  

日中一時支援事業  

障がい者の日中における活動の場を確保し、また、障がい者

（児）を日常的に介護している家族の一時的な休息（レスパイ

ト）等のために支援を行う事業です。  

自動車運転免許取

得・改造助成事業  

自動車免許取得・自動車改造に要した費用の一部を助成する

事業です。  
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（２）現状と見込みの考え方  

第５期計画の実績とともに、障害者差別解消法、障がい者等のニーズなどを基に、

第６期計画の見込量を設定します。  

  

（３）第５期計画の実績(見込量・実績)、第６期計画の見込量  

➀理解促進研修・啓発事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  

 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

理解促進研修・

啓発事業  
実施 

有無  

実績  -  有  -  
0  0  0  

見込量  -  -  -  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

  

➁自発的活動支援事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  
  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

自発的活動支援

事業  
実施 

有無  

実績  -  -  -  
0  0  0  

見込量  -  -  -  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

       

➂相談支援事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
第 5 期実績

見込量  Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1 
  

  

 

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

基幹相談支援セ

ンター等  

機能強化事業  

設置 

有無  

実績  -  -  -  
1  1  1  

見込量  -  -  -  

住宅入居等支援

事業  
設置 

有無  

実績  -  -  -  
0  0  0  

見込量  -  -  -  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  
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④成年後見制度利用支援事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

 

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

成年後見制度 

利用支援事業  
人 

実績  0  0  0  
-  -  -  

見込量  0  0  0  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載 

 

➄成年後見制度法人後見支援事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

 

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

成年後見制度法

人後見支援事業  
実施 

有無  

実績  0  0  0  
1  1  1  

見込量  -  -  -  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

  

➅意思疎通支援事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

 

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

手話通訳者･要約

筆記者派遣事業 
派遣 

件数 

実績  0  0  0  
1  1  1  

見込量  1  1  1  

手話通訳者設置

事業 
設置 

人数 

実績  0  0  0  
0  0  0  

見込量  0  0  0  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

  

  

  

  

  

  

  



 

56 

 

➆日常生活用具給付等事業  

（実績）                                    （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

介護訓練支援用

具  
給付 

件数 

実績  1  1  4  
1  1  1  

見込量  0  1  1  

自立生活支援用

具  
給付 

件数 

実績  0  0  0  
1  1  1  

見込量  1  1  1  

在宅療養等支援

用具  
給付 

件数 

実績  0  0  0  
1  1  1  

見込量  1  1  1  

情報・意思疎通

支援用具  
給付 

件数 

実績  1  0  0  
1  1  1  

見込量  0  1  1  

排せつ管理支援

用具  
給付 

件数 

実績  246  260  270  
276  276  288  

見込量  320  324  324  

住宅改修費  
給付 

件数 

実績  1  1  0  
1  1  1  

見込量  0  0  1  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

  

➇手話奉仕員養成研修事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
 第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

手話奉仕員養成

研修事業  
研修修

了人数  

実績  0  0  10  
0  0  0  

見込量  0  0  0  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

  

➈移動支援事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
 第 5 期 

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

 

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

移動支援事業  

利用 

人数/ 

年  

実績  0  0  0  
0  0  0  

見込量  2  2  2  

利用 

時間/ 

年  

実績  0  0  0  
0  0  0  

見込量  5  5  5  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  
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⑩地域活動支援センター機能強化事業  

（実績）                                               （見込）  

区 分  
第 5 期 

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

機能強化事業  

実施 

有無 -  -  -  
-  -  -  

見込量 -  -  -  

  

Ⅰ型  

実施 

有無 -  -  -  
0  0  0  

見込量 -  -  -  

Ⅱ型  

実施 

有無 -  -  -  
0  0  0  

見込量 -  -  -  

Ⅲ型  

実施 

有無 -  -  -  
0  0  0  

  見込量 -  -  -    

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

  

⑪その他事業  

（実績）                                    （見込）  

区 分  
第 5 期 

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

訪問入浴事業  人*2  
実績  1  1  1  

1  1  1  
見込量  2  2  3  

 日中一時支援事

業 
人 

実績  27  25  27  
28  28  28  

見込量  20  22  25    

  

  

自動車運転免許取

得・改造助成事業 
人 

実績  1  0  0  
0  0  1  

見込量  0  0  1  

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

*2１年あたりの人数  
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（４）見込量確保のための方策  

➀理解促進研修・啓発事業  

有識者による講演会や障がい者等と実際にふれあうイベント等、多くの町民が参加

できるような形態により、障がい者等に対する理解を促します。  

また、障がい別の接し方を解説したパンフレットの配布や障がい者に関するマーク

の紹介等、障がい者等に対する普及・啓発を目的とした広報活動を実施します。 

  

➁自発的活動支援事業  

障がい者本人、家族等が行う自主的活動に対して、制度等の情報提供や活動場所の

提供などの支援を行います。  

  

➂相談支援事業  

相談機関等の連携強化のための体制を整備していきます。  

また、相談機関等の案内周知に努め、相談者が適切な機関で相談が受けられるよう

支援を行います。  

  

➃成年後見制度利用支援事業  

ニーズの把握に努めるとともに、相談支援事業などを通じて周知と利用促進に努め

ます。  

  

➄成年後見制度法人後見支援事業  

生活実態やニーズを踏まえ、事業実施にむけた検討をしていきます。  

また、町内で法人後見の事業所が立ち上げられるよう、体制整備に努めていきま  

す。  

  

➅意思疎通支援事業  

利用拡大に向けて、広報紙・ウェブサイト等で周知していきます。  

  

➆日常生活用具給付等事業  

利用希望者一人ひとりの状況に合わせた適切な用具の給付に努めます。  

また、事業のさらなる充実のため、情報収集やニーズの把握を行い、必要に応じて

給付できる用具を増やすことも検討していきます。  

  

➇手話奉仕員養成研修事業  

ニーズの把握を行うとともに、事業実施に向けた検討を行います。  
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➈移動支援事業  

利用人数が少ないため、事業の周知を行っていきます。  

さらに、移動支援事業を活用した社会参加できる機会の確保を図ります。  

  

⑩地域活動支援センター機能強化事業  

障がい者が地域で創作的活動や生産活動、社会との交流を図るために必要なことか

ら、生活実態やニーズを把握して事業実施に向けて検討していきます。  

  

⑪その他事業  

日中一時支援事業は、平成 29年 9月に町内に民間の事業所が開所しました。町内の

事業所を中心として、障がい児支援の充実が図れるよう事業所と連携していきます。  

訪問入浴サービスや自動車運転免許取得・改造助成事業は、利用者が少なくなって

いるため広報紙・ウェブサイト等により周知を行っていきます。  

  

  



 

60 

 

６ 障害児通所支援等   

（１）サービスの概要  

名 称  説 明  

児童発達支援  未就学の障がい児に対して、日常生活における基本的な動作の

指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行う

サービスです。  

医療型児童発達支

援  

上・下肢又は体幹の障がいのある未就学の児童に、児童発達支

援及び治療を行うサービスです。  

放課後等デイサー

ビス  

学校の授業終了後や学校の休校日に、生活能力向上のために必

要な訓練や、社会との交流の促進などの支援を行うサービスで

す。  

保育所等訪問支援  保育園・幼稚園・小学校等に通う障がい児について、その施設

を訪問し、その施設における障がい児以外の児童との集団生活へ

の適応のための専門的支援等を行うサービスです。  

居宅訪問型児童発

達支援  

重度の障がい等により外出が困難な障がい児に対する居宅を訪

問して発達支援を行うサービスです。  

福祉型障害児入所

施設  

障がい児が入所を通じて、保護、日常生活の指導、独立自活に

必要な知識や技能を身に付ける施設です。  

医療型障害児入所

施設  

障がい児が入所を通じて、治療を含めた保護、日常生活の指

導、独立自活に必要な知識を学んだり、技能を身に付けたりする

施設です。  

障害児相談支援  障害児通所支援を利用するために、障がい児の心身の状況、そ

の置かれている環境等を勘案し障害児支援利用計画を作成しま

す。また、定期的なモニタリングを行い、障害児支援利用計画を

見直します。  

医療的ケア児調整

コーディネーター  

医療的ケア児等に対する専門的な知識と経験に基づいて、医療

的ケア児等の支援を総合的に調整するサービスです。  
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（２）現状と見込みの考え方  

障害児通所支援の利用実績は、年々増加しています。放課後等デイサービスについ

ては、平成 28年度から見込量を大幅に上回っています。要因としては、近隣自治体利

用者の増加や一人当たりの利用日数の増加等が挙げられます。  

第５期計画の実績を基に、令和３年度以降の見込量を設定します。  

  

（３）第５期計画の実績(見込量・実績)、第２期障がい児計画の見込量  

  

（実績）                                    （見込）  

区 分  
第 5 期

実績 

見込量  
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

児童発達支援  

人*2  
実績  6  5  6  

6  6  6  
見込量  5  7  7  

人日 

*3  

実績  76  50  51  
50  50  50  

見込量  50  70  70  

医療型児童発達

支援  

人  
実績  0  0  0    

  

  

0  0  0  
見込量  0  0  0  

人日  
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  0  0  0    

  

  

  

放課後等デイサ

ービス  

人  
実績  23  23  27  

27  28  29  
見込量  18  21  24  

人日  
実績  269  253  295  

306  318  330  
見込量  216  252  288    

保育所等訪問支

援  

人  
実績  0  0  0    

  

  

0  0  0  
見込量  0  0  0  

人日  
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  0  0  0    

 

  

居宅訪問型児童

発達支援  

人  
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  0  0  0  

人日  
実績  0  0  0  

0  0  0  
見込量  0  0  0    

福祉型障害児入

所施設  
人  

実績  0  0  0    

  

  

  

0  0  0  
見込量  0  0  0  

医療型障害児入

所施設  
人  

実績  0  0  0  
0  0  0  

見込量  0  0  0  

障害児相談支援   人  
実績  29  28  33    

0  0  0  
見込量  23  24  25    
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区 分  
第 5 期 

実績 

見込量 
Ｈ30  Ｒ1  Ｒ2*1  

  

  

  

  

  

  

Ｒ3  Ｒ4  Ｒ5 

医療的ケア児に対

する関連分野の支

援を調整するコー

ディネーターの配

置 

人  

実績  0  0  0  

0  0  0  

見込量  0  0  0  

保育所の利用を必

要とする障がい児

数  

人  
実績  4  4  4  

4  0  0  
見込量  4  4  3  

人日  
実績  88  88  88  

88  0  0  
見込量  88  88  66    

  

 

認定こども園の

利用を必要とす

る障がい児数  

人  
実績  0  0  0  

見込量  0  0  0  

人日  
実績  0  0  0  

見込量  0  0  0  

放課後児童健全

育成事業を必要

とする障がい児

数  

人  
実績  -  -  -  

見込量  -  -  -  

人日  
実績  -  -  -  

見込量  -  -  -  

短期入所（医療

型）※児童のみ  

人  
実績  0  0  0  

見込量     0  0  0  

人日  
実績  0  0  0  

見込量  0  0  0  

短期入所（福祉

型）※児童のみ  

人  
実績  1  1  1  

見込量  1  1  1  

人日  
実績  10  10  10  

見込量  10  10  10  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 4 4 

0 88 88 

0 0 0 

0 0 0 

0 0 0 

0 0 0 

0 0 0 

0 0 0 

 

*1令和２年度の実績欄は令和２年９月時点の見込量を掲載  

*２１月あたりの人数  

*３利用者数×1 か月あたりのサービス利用日数  

  

（４）見込量確保のための方策  

➀児童発達支援・放課後等デイサービス  

関係機関と連携し、保育所や放課後児童健全育成事業等において、障がい児やその

保護者の利用ニーズに応じた受け入れ体制の整備を推進します。  

また、町内の日中一時支援事業所の放課後等デイサービス移行について事業所間と

連携し、実施を検討していきます。  
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➁保育所等訪問支援  

県中圏域での設置に向け検討していきます。  

  

➂障害児相談支援  

ニーズが高まっているため、より専門的な相談支援ができるよう事業所と連携し、

支援内容の充実を図ります。  

また、県が開催する研修等への参加を積極的に促します。  
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Ⅳ 障害福祉サービス等の円滑な推進に向けて  

１ 虐待の防止  

（１）体制の整備と周知  

障がいのある人に対する虐待の未然の防止や虐待が発生した場合の迅速かつ適切な

対応等に取り組むため、関係機関との連携による効果的な体制の整備を強化します。

また、町民や事業者に対して「障害者虐待防止法」の趣旨や内容を周知します。  

  

（２）緊急時の対応  

虐待を受けた障がいのある人等の保護及び自立支援を図るため、一時保護の場所を

確保できるよう、関係事業所と密に連携していきます。  

  

  

２ 障害者差別解消の推進  

（１）町職員への周知・啓発  

平成 28年 4月 1日から「障害者差別解消法」が施行されました。それに合わせて、

「小野町における障がいを理由とする差別の解消の推進に関する対応要領」や「対応

サポートブック」を策定しました。町職員一人ひとりが意識して取り組むことができ

るよう、サポートブックの配布等で周知していきます。  

  

（２）啓発活動の実施  

合理的な配慮について理解するために、パンフレットを活用した啓発活動を実施し

ます。また、障害福祉施設の授産製品販売などの様々な機会を通じて相互理解のため

の取り組みを実施します。  

  

  

３ 就労支援と雇用促進  

（１）障がい者雇用に関する周知・啓発    

事業者における障がい者の雇用の促進等に関する法律の改正により障がい者雇用率

の達成を図ることとなっています。ハローワークや障害者就業・生活支援センター等

と連携し、事業者に対して障がい者雇用の促進について周知・啓発を行います。  

  

（２）就労支援体制の活用  

障がい者の就労移行や就労継続などの課題解決を図るため、ハローワークや障害者

職業センター、障害者就業・生活支援センター、事業者、医療機関等とのネットワー

クの構築に努めていきます。  
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４ 事業所における利用者の安全確保に向けた取り組み  

（１）地域に開かれた施設となる取り組みに対する支援  

災害などの緊急時において、事業所だけではなく地域住民との関わりを通じて利用

者の安全を確保できるよう、地域住民との良好な関係を構築できるよう支援するとと

もに、避難行動要支援者名簿等を活用し、地域におけるつながりの強化を図ります。  
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Ⅴ 計画の推進  

１ 推進体制  

（１）小野町自立支援協議会  

障害者総合支援法第 89条の 3の規定により、小野町自立支援協議会を設置していま

す。  

この協議会は、行政や民間の関係機関などが連携し、地域で暮らす障がい者への支

援体制の課題などの情報共有や地域の実情に合った体制整備を推進するためのネット

ワークの中心となるものです。今後もさらなる連携を図ります。  

  

小野町自立支援協議会の流れ  

 

  

  

  

（２）国、県、近隣市町村との連携  

障がい福祉の施策は、国や県の制度に基づき行われる事業がほとんどです。そのた

め、国や県の動向に注視しつつ関係機関と密接な連携をし、事業の推進を図ります。 

また、この計画に掲げた福祉サービス内容については、町単独では困難なものも含

まれています。そのため、県中圏域３市６町２村（郡山市、須賀川市、田村市、鏡石

町、天栄村、石川町、平田村、浅川町、古殿町、三春町、小野町）で構成する「県中

障がい福祉圏域」において、充実したサービスが提供されるよう支援体制を整えるこ

とが必要となっているため、連絡会等を通して意見交換や連携強化に努めていきま

す。  

  

  

  

事務局 

（町健康福祉課） 

小野町 

自立支援協議会 

全体会 

子ども部会 

個別支援会議 
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（３）推進体制の充実  

障がい福祉の充実のためには、企業、NPO 法人やボランティアなどの組織・団体や

個人、町民の方々と協働して取り組んでいくことが必要です。  

町民や各種組織・団体と協力し、障がいのある方のニーズに合わせて国・県と連携

を図りながら計画事業を実施します。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

地 域 自 立 支 援 協 議 会 

郡山市障が

い者自立支

援協議会 

県中障がい福祉圏域連絡会 

  <協議・報告事項> 

・圏域内の地域自立支援協議会の活動状況 

・圏域内の支援体制整備に関する現状や課題の整理等 

<事務局> 

 ・福島県県中保健福祉事務所 

  

  

課 題 

支 援 

協議結果   

須賀川地方

地域自立支

援協議会 

田村市障害

者地域総合

支援協議会 

石川地方地

域自立支援

協議会 

三春町地域

自立支援協

議会 

小野町自立

支援協議会 
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（４）計画の進行管理体制  

計画に掲げた成果目標の達成や活動指標の見込量を確保するための方策の実施を確

実なものにするために、PDCA サイクルに基づく計画の進行管理を行っていきます。ま

た、小野町自立支援協議会において計画の分析・評価を行い、必要があると認める場

合には計画の変更や事業の見直しを行います。  

また、障がい者団体や関係機関との意見交換を実施し、計画に照らし合わせた現状

の把握に努めます。  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  


